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○ はじめに 

  国立大学等と企業等との間における共同研究契約及び受託研究契約は、各制度におけ

る諸条件を盛り込んだ上で、双方が対等の立場で合意した任意の内容により締結される

ものである。 

  また、昨今、産業界からは、柔軟かつ迅速な契約締結が求められているところでもあ

る。 

  文部科学省では、上記趣旨を踏まえ、企業等の多様なニーズに応じた柔軟かつ迅速な

契約締結を図るため、契約書の参考例を各国立大学等に次のとおり提示するものである。 

  なお、提示した契約書の例は、あくまで参考例として提示しているものであり、会計

法等の関係法令や制度の目的に反しない限り、研究の実施方法等に応じて各国立大学等

において適宜、契約条項を追加、修正、削除した上で、契約を締結されたい。 

  また、契約の締結に当たっては、可能な限り企業等のニーズに応じられるよう、契約

の内容等について事前に企業等と十分協議の上、行われたい。 

  おって、当該契約書の参考例は、適宜、関係法令や制度の目的の範囲内で見直しを行

っていくこととしているので、各国立大学等においては、その点に十分留意願いたい。 


